平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	市政創造

	議員名
	我妻静夫・岡田健一・山川明・山中正尚・古澤孝市・徳中嗣史・早川昇三

	調査実施年月日
	平成２４年　２月１５日（水）　　

	調査先　自治体名等
	北海道　函館市 総務部 行政改革課　

	調査項目
	「行財政改革の取り組み状況」について

	調査目的
	他都市の行財政改革の取り組みの実績と効果及び今後の対策についての調査

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口　：　２７８，８９１　人（Ｈ２４．１．３１現在）　　　行政面積　：　６７７．９５　ｋ㎡

２　視察内容
①Ｈ２０～２４年度までの実績と効果について

　　・新５ヵ年計画の４つの視点を柱とした取り組みについて。

　　・計画目標値（職員数、事務事業の見直し等）の実績について。

　　・Ｈ20～２４年度の行財政対策実績累積額（効果額）について。

　②Ｈ２５年度以降の対策について

　　・現行制度などに基づく試算の算出要領について。

　　・Ｈ２４～３０年度までの試算と行財政対策の目標値について。



	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	函館市は、平成１2年から２１年度までの１０か年を計画期間とする函館市行財政対策推進計画に基づき、行財政改革に取り組んできました。
平成１２年度から平成１６年度までの前期５か年実施計画では、事務事業・組織機構の見直しや給与制度の見直し、アウトソーシングの推進などにより、職員数２８４人の削減目標に対し３８０人の削減を行い１０２億円の累積効果を上げました。平成１７年度から平成２１年度までの後期５か年実施計画では、職員数６００人の削減、累積効果額１６０億円を目標に、事務事業の徹底した見直し、財政構造の抜本的な見直し、市民との協働の推進、職員の意識改革の４つを重点事項に掲げ、各種施策を推進してきましたが、出生数の減少や若年層を中心とした首都圏や道央圏などへの人口流出による人口減少と高齢化の進展等により、これまでの成長を前提とした発想や社会の枠組みに変革が現れ、困難な課題に直面しました。しかし、この困難な時代を乗り越え、函館市の将来像である「人が輝きまちが輝く交流都市はこだて」の実現をめざすために、市民と行政が一緒に考え、共に汗を流すという基本姿勢のもとに４つの重要視点（①時代認識の共有～時代の変化に迅速かつ的確に対応できる市役所づくり②市民主体・信頼・連帯～市民と協働し信頼される市役所づくり③簡素・効率化～簡素で効率的な市役所づくり④財政基盤の強化～持続可能な財政基盤の確立）を掲げ取り組みを進めています。

本市においても、行財政改革を進めているが、函館市のような重要視点項目を取り入れて時代の変化に対応した取り組み等が必要と感じました。


